
付録１ サービス産業動向調査の沿革 
 

我が国の経済活動におけるサービス産業（第三次産業）のウエイトはＧＤＰベース及び

従業者ベースで約７割を占めており（表参照），こうした経済社会の実態を的確に捉えるた

めには，サービス分野の統計が的確に整備されている必要がある。 

しかしながら，サービス産業に関する統計は，個々の業種ごとにモザイク状に整備が行

われ，サービス産業の全体像を明らかにするものとはなっていなかった。 

このような状況は，産業統計としての利用に支障を来しているだけでなく，我が国の経

済活動に占めるサービス産業のウエイトが圧倒的に高いことを背景にＧＤＰ関連統計や産

業連関表の精度上の大きな制約要因となっており，統計体系の整備の観点からもその改善

が強く望まれていた。とりわけＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ）を作成するためのサービス

産業の基礎統計については，月次ベースの統計が一部の業種のみに限られており，これを

サービス産業全体に拡充することへの期待が高くなっていた。 

このような背景から，総務省統計局は，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」

（平成 18年７月７日閣議決定）等における政府の統計整備の方針に基づき，ＧＤＰベース

で約７割を占める第三次産業のうち，これまで統計の整備が十分でなかったサービス産業

を調査対象として，その活動の動向を包括的かつ適時に把握できる「サービス産業動向調

査」を平成 20年７月に創設した。 

現在，サービス産業動向調査の結果は，ＧＤＰの基礎資料として活用されており，今後，

更なる利活用が期待される。 

 



サービス産業動向調査に関する委員会及び政府の決定等の経緯 

 

・「ＱＥを始めとする経済指標の精度向上に資するため，サービス産業に係る動態統計が未整

備の分野について，生産・雇用等の状況を月次ベースで把握できる動態統計を創設」 

・「経済センサス（仮称）の実施による的確な母集団名簿の整備が進んだ後は，サービス産業の

構造的な実態把握やＧＤＰ関連統計・産業連関表の精度向上に資するため，適切なサンプル調

査によってサービス産業を幅広く捉えた構造統計を整備」 

 

 

 

・「サービス産業全体の生産・雇用等の状況を月次ベースで概括的に把握できる統計を 2008年度

に創設するなど，サービス統計の抜本的拡充を図る」 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「サービス活動に係る統計の整備は着実に進展してはいるものの，今後とも一層の推進が必要

である」 

 

 

 

・「サービス産業の売上高等を幅広く月次で調査するサービス産業動向調査が20年７月から開始

され，また，周期調査として経済センサスについても，サービス産業を含む経済活動の網羅的

な把握が期待されている。今後，これらの統計整備の着実な実施に加え，年次での構造把握が

未整備な分野への対処など，サービス産業関連の統計整備について一層の推進が求められてい

る」 

 

 

 

  

・資本金１億円以上の企業等について企業単位の調査を導入し，売上高等を事業活動ごとに調査 

・毎月の調査対象に約４万事業所を加えた年次調査（拡大調査）を創設し，年間売上高を都道府

県別に調査 

「政府統計の構造改革に向けて」 

（平成17年６月10日内閣府経済社会統計整備推進委員会報告） 

 

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006｣ 

（平成18年７月７日閣議決定） 

 

「公的統計の整備における喫緊の課題とその対応に関する基本的考え方」 

（平成22年6月18日統計委員会） 

 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」 

（平成21年3月13日閣議決定） 

 

サービス産業動向調査の創設（平成 20 年７月） 

サービス産業動向調査の見直し（平成 25年１月） 



全産業 第三次産業
サービス産業
動向調査の

調査対象産業

事業所数 100.0 81.7 50.4

従業者数 100.0 78.4 47.2

ＧＤＰ 100.0 72.1 46.4

図　ＧＤＰ（国内総生産）に占める第三次産業の構成比の推移

表　サービス産業動向調査の調査対象産業の構成比（％）　

出典

「平成26年経済センサス-基礎調査」結果
（総務省）

「平成26年経済センサス-基礎調査」結果
（総務省）

「平成29年度 国民経済計算年次推計」
（内閣府経済社会総合研究所）
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出典： 「平成29年度国民経済計算年次推計」（内閣府経済社会総合研究所）

昭和50(1975)年以前の結果は68ＳＮＡ，昭和55(1980)年以降平成２(1990)年以前の結果は93ＳＮＡ，

平成７(1995)年以降の結果は08ＳＮＡに基づく。



 

付録２ サービス産業動向調査の概要 

 

１ 調査の目的 
サービス産業の生産・雇用等の動向を把握し，ＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ）を始めと

する各種経済指標の精度向上等に資するとともに，サービス産業の詳細な産業分類別及び

地域別の状況を年次で把握することを目的としている。 

 

２ 調査の根拠法令 
  統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査として実施している。 
 
３ 調査の対象 

平成26年経済センサス‐基礎調査を母集団とし，サービス産業※１を主産業とする全国の

事業所・企業等のうち，統計的手法によって選定※２された事業所・企業等を対象としてい

る。 

毎月実施している月次調査では約38,000事業所・企業等を調査し，年一回実施する年次

調査（拡大調査）では約78,500事業所・企業等を調査している。 

※１ 調査対象業種の詳細は付録８参照 

※２ 選定方法の詳細は付録３参照 

 

４ 調査票の種類及び調査事項 
(1) 調査票の種類 

① 月次調査 

事業所・企業等の別に，調査開始１か月目は「１か月目用調査票」，２か月目以降

は「月次調査票」を用いて調査している。 

② 拡大調査 

事業所・企業等の別に，「拡大調査票」を用いて調査している。 

 

(2) 調査事項 

月次調査及び拡大調査における調査票ごとの調査事項は以下の表のとおりである。 

① 月次調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

② 拡大調査 

 

      

 

 

 

 

 

 月間売上高 
事業所の主な 

事業の種類 

月末の事業従事者

数及びその内訳 

１か月目用調査票 

（事業所用） 

○ 

（※） 
○ 

○ 

（※） 

月次調査票 

（事業所用） 
○ － ○ 

１か月目用調査票 

（企業等用） 

○ 
（事業活動別） 

（※） 
－ 

○ 

（※） 

月次調査票 

（企業等用） 

○ 

（事業活動別） 
－ ○ 

 
経営組織及び資

本金等の額 

売上高（収入

額）の計上期間 

年間売上高 

（収入額）等 

事業所の主な事

業の種類 

事業従事者数及

びその内訳 

拡大調査票 

（事業所用） 
○ ○ ○ ○ ○ 

拡大調査票 

（企業等用） 
○ ○ 

○ 

（事業活動別・ 

都道府県別） 

－ 
○ 

(事業活動別) 

※調査月及びその前月分を調査 

（注）平成 29 年１月調査より「需要の状況」を削除 



 

５ 調査の方法 

調査は，民間調査機関に委託し，調査対象事業所・企業等の事業主又は事業主に代わる

者が配布された調査票に記入することにより実施している。調査票の配布・回収は，郵送

又はオンライン調査により行っている。ただし，調査票が未回収の場合については，調査

員が調査事業所を直接訪問し，回収を行うことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜重複是正措置について＞ 

記入者負担を軽減するため，本調査の調査対象事業所・企業等が，経済産業省の実施し

ている統計調査※と重複している場合，本調査の調査票を配布せず，同省の調査から得られ

た調査票情報の提供を受けている。また，「経済センサス」を実施した年の拡大調査では，

事業所対象の客体には調査票を配布せずに「経済センサス」から得られた調査票情報の提

供を受けている。 

※月次調査は特定サービス産業動態統計調査，拡大調査は特定サービス産業実態調査 

 

６ 集計 

集計は，独立行政法人統計センターにおいて行っている。 

 

７ 結果の公表 

調査結果は，速報及び確報により，インターネット及び閲覧に供する方法で公表してい

る。 

① 月次調査 

速報：原則，調査対象とする月の翌々月の下旬に公表 

確報：原則，調査対象とする月の５か月後の下旬に公表 

② 拡大調査 

速報：原則，調査実施翌年の７月末までに公表 

確報：原則，調査実施翌年度末までに公表 

回答
オンライン調査

③受領
①郵送による配布 郵送調査

総

務

省

統

計

局

民

間

調

査

機

関

調

査

対

象

事

業

所

・

企

業

等

独立行政法人
統計センター

②郵送による回収

集計

オンライン

調査システム

納品 



 

付録３ 調査対象の抽出，結果の推定方法及び推定値の標本誤差 

 
１ 調査対象の抽出 

調査対象は，平成26年経済センサス‐基礎調査を母集団※１とし，(1)に掲げる産業を主産業

とする全国の事業所・企業等の中から，統計的手法によって以下のとおり抽出した。 
＜月次調査＞ 事業所：約25,000 企業等：約13,000 

＜拡大調査＞ 事業所：約69,000 企業等：約 9,500 
※１ 平成29年調査から，母集団を平成21年経済センサス‐基礎調査から平成26年経済センサス‐基礎調査

に変更した。調査対象事業所・企業等は，平成26年経済センサス‐基礎調査を基に抽出しているが，各

種情報により把握した平成26年経済センサス‐基礎調査後に新設された事業所・企業等についても母集

団に適宜追加した上で抽出している。また，調査対象事業所が廃業した場合は代替の事業所を選定して

調査対象としている。 

    なお，平成26年経済センサス-基礎調査では，東日本大震災（平成23年３月11日に発生した東北地方太

平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事故による災害をいう。）に関して原子力災害対策特別措置

法（平成11年法律第156号）第20条第２項の規定に基づき原子力災害対策本部長が設定した帰還困難区域

又は居住制限区域（平成26年４月１日現在）を，調査対象地域から除外しているため，本調査における

結果においても含まれていない。 

(1) サービス産業の範囲（付録８参照） 

日本標準産業分類（平成25年10月改定）に掲げる以下の大分類（主な中分類ごとに設け

られている小分類「管理，補助的経済活動を行う事業所」を除く。）が調査対象である。 
① 大分類Ｇ－情報通信業※２ 
② 大分類Ｈ－運輸業，郵便業 
③ 大分類Ｋ－不動産業，物品賃貸業 
④ 大分類Ｌ－学術研究，専門・技術サービス業 

（中分類71－学術・開発研究機関及び細分類7282－純粋持株会社を除く。） 
⑤ 大分類Ｍ－宿泊業，飲食サービス業 
⑥ 大分類Ｎ－生活関連サービス業，娯楽業 

（小分類792－家事サービス業を除く。） 
⑦ 大分類Ｏ－教育，学習支援業 

（中分類81－学校教育を除く。） 
⑧ 大分類Ｐ－医療，福祉 

（小分類841－保健所，小分類851－社会保険事業団体及び小分類852－福祉事務所

を除く。） 
⑨ 大分類Ｒ－サービス業（他に分類されないもの） 

（中分類93－政治・経済・文化団体，中分類94－宗教及び中分類96－外国公務を除

く。） 

※２ 大分類Ｇ－情報通信業については，類似の年次調査が存在しているため，拡大調査では調査対象

外（月次調査では調査対象）としている。 

 

(2) 調査対象の抽出と交替 

① 企業等（全数調査） 

ア 次の（ア）から（カ）までに掲げる産業を主産業とする企業等をしっ皆層とする。 
（ア）小分類371－固定電気通信業※３ 

（イ）小分類372－移動電気通信業※３ 

（ウ）小分類381－公共放送業（有線放送業を除く）※３ 

（エ）中分類42－鉄道業 



 

（オ）中分類46－航空運輸業 

（カ）中分類49－郵便業（信書便事業を含む） 
※３ 大分類Ｇ－情報通信業に属する産業であるため，拡大調査では調査対象外である。 

イ ア以外で，資本金・出資金・基金が１億円以上の企業をしっ皆層とする。 
ウ 交替を行わず，継続的に調査する。 

 

② 事業所（全数調査又は標本調査） 

上記①ア（ア）から（カ）までに掲げる産業以外のサービス産業を主産業とする

事業所を以下のとおり抽出する。ただし，上記①ア及びイに該当する企業等に属す

る事業所は除く。 

ア 全数調査については，一定規模以上の事業所をしっ皆層とし，継続的に調査する。 
イ 標本調査については，上記ア以外の事業所を標本層とし，原則として，２年間継

続して調査する。 
 

２ 結果の推定方法 

(1) 結果の推定 

拡大調査の結果は，事業所及び企業等の推定値を合算することにより集計している。推

定値は，調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し，経済センサスや客体の公

開情報等を基に補足訂正を行った上で推計している。事業所の標本層における推定値は，

層（産業分類×事業従事者規模）別に，集計時点で利用可能な最新の経済センサスに基づ

く事業所数をベンチマークとする比推定によって算出している。 
算出の基本式は以下のとおりである（年間売上高の場合）。 

 

比推定用乗率 =
ベンチマーク事業所数

母集団事業所数
 

 

年間売上高 = 線形推定による年間売上高 × 比推定用乗率 

 

（注）線形推定：標本から得られた値に，抽出率の逆数を乗じることによって全体の推定値を推計

すること。 

 

(2) 推定の具体的な手順 

推定値の具体的な算出手順は，以下のとおりである。 
① 各層における各事業所の年間売上高等に抽出率の逆数を乗じ線形推定値を算出する。 

② ①で得られた値に比推定用乗率を乗じ，各層の比推定値𝑋𝑋�ℎを算出する。 

③ この比推定値𝑋𝑋�ℎを表章区分別に合算し，各種の結果数字を得る。 
 

（参考）標本層における上記①及び②をまとめて計算式で表すと，次のとおりである。 

𝑋𝑋�ℎ = �𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖

𝑛𝑛ℎ

𝑖𝑖=1

𝑊𝑊ℎ
𝑁𝑁ℎ′

𝑁𝑁ℎ
 

 

ℎ  : 層（産業分類×事業従事者規模） 

𝑁𝑁ℎ: 第ℎ層の母集団事業所数 



 

𝑛𝑛ℎ : 第ℎ層の調査事業所数 

𝑊𝑊ℎ: 第ℎ層の線形推定用乗率（𝑁𝑁ℎ 𝑛𝑛ℎ⁄ ） 
𝑁𝑁ℎ′  : 第ℎ層のベンチマーク事業所数 

𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖  : 第ℎ層の第𝑖𝑖番目の値（年間売上高等） 

  

(3) ベンチマーク事業所数の切り替え 

拡大調査では，集計時点で利用可能な最新の経済センサスの事業所数をベンチマーク

として結果を推定している。そのため，ベンチマークを切り替えた年の結果には，これに

伴う変動分が含まれる。 
 
３ 推定値の標本誤差 

年間売上高の総和について，標準誤差率を次の式により算出する。その結果は表のとおりで

ある。 
 
 

標準誤差率（％）： 𝜎𝜎�𝑇𝑇𝑥𝑥 / 𝑇𝑇�𝑥𝑥 × 100 

年間売上高の総和の推定値： 𝑇𝑇�𝑥𝑥 = ∑ 𝑋𝑋�ℎ𝐿𝐿
ℎ=1   𝐿𝐿 ∶層の数 

年間売上高の総和の標準誤差： 𝜎𝜎�𝑇𝑇𝑥𝑥 = �∑ 𝑁𝑁ℎ
′ �𝑁𝑁ℎ

′ − 𝑛𝑛ℎ�
𝑠𝑠ℎ

2

𝑛𝑛ℎ
𝐿𝐿
ℎ=1  

第ℎ層の年間売上高の標本分散： 𝑠𝑠ℎ2 = 1
𝑛𝑛ℎ−1

∑ (𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖 − 𝑋𝑋�ℎ)2𝑛𝑛ℎ
𝑖𝑖=1  

第ℎ層の年間売上高の平均値： 𝑋𝑋�ℎ = 1
𝑛𝑛ℎ
∑ 𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖
𝑛𝑛ℎ
𝑖𝑖=1  



0.4 -
0.5 0.4

Ｈ 1.1 1.0
42 - -
43 1.8 1.8
432 3.1 3.1
43a 1.9 1.9

44 1.8 1.7
45 2.5 2.4
47 3.1 3.2
48 3.2 3.0
4* - -

Ｋ 1.1 1.0
68 2.4 2.5
681 3.3 3.5
682 2.8 2.7

69 1.5 1.4
691 2.4 2.3
692 2.2 2.2
693 4.9 6.1
694 4.0 3.2

70 1.9 1.7
704 1.7 1.7
70a 2.2 1.9

Ｌ 1.2 1.2
72 1.4 1.3
724 2.4 2.4
72* 5.6 5.6
721 8.4 8.4
722 6.2 6.2
723 10.6 10.6
725 9.3 9.3

728 1.5 1.2
72# 3.0 3.0
726 4.0 4.0
7291 3.2 3.2
72a 3.9 3.9

73 2.9 2.9
74 1.6 1.6
741 4.1 4.1
742 3.0 3.0
7421 3.8 3.9
7422 3.3 3.1
7429 4.2 4.1

743 4.0 3.9
744 5.2 5.3
745 4.7 4.9
746 6.1 6.2
749 2.8 2.8

Ｍ 0.9 0.9
75 2.6 2.3
76 0.9 0.9
761 1.5 1.6
762 1.6 1.6
7621 3.2 3.2
762a 2.8 2.8
762b 2.4 2.3

76a 2.6 2.6
76b 1.4 1.4

77 3.2 3.3
Ｎ 2.0 2.0
78 1.9 1.9
781 4.1 4.0
782 3.7 3.7
783 2.4 2.4
78a 4.9 4.9

79 2.3 2.3
791 3.5 3.5
796 3.0 3.1
7961 4.5 4.3
796a 3.5 4.1
7962 4.1 4.9
7963 2.6 2.8

79a 3.7 3.3

表　産業（詳細分類）別の年間売上高の標準誤差率

産業（詳細分類） 事業活動の産業別
事業所・企業等の

産業別

合 計
サ ー ビ ス 産 業 計

水 運 業
倉 庫 業
運 輸 に 附 帯 す る サ ー ビ ス 業
航 空 運 輸 業 ， 郵 便 業 （ 信 書 便 事 業 を 含 む ）

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業
不 動 産 取 引 業

運 輸 業 ， 郵 便 業
鉄 道 業
道 路 旅 客 運 送 業
一 般 乗 用 旅 客 自 動 車 運 送 業
他 の 道 路 旅 客 運 送 業

道 路 貨 物 運 送 業

不 動 産 管 理 業
物 品 賃 貸 業
自 動 車 賃 貸 業
他 の 物 品 賃 貸 業

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 1)
専 門 サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）

建 物 売 買 業 ， 土 地 売 買 業
不 動 産 代 理 業 ・ 仲 介 業

不 動 産 賃 貸 業 ・ 管 理 業
不 動 産 賃 貸 業 （ 貸 家 業 ， 貸 間 業 を 除 く ）
貸 家 業 ， 貸 間 業
駐 車 場 業

経 営 コ ン サ ル タ ン ト 業 ， 純 粋 持 株 会 社 2)
デ ザ イ ン 業 等 ， そ の 他 の 専 門 サ ー ビ ス 業 ＊
デ ザ イ ン 業
興 信 所
他 の 専 門 サ ー ビ ス 業

広 告 業

公 認 会 計 士 事 務 所 ， 税 理 士 事 務 所
法 律 事 務 所 等
法 律 事 務 所 ， 特 許 事 務 所
公 証 人 役 場 ， 司 法 書 士 ， 土 地 家 屋 調 査 士 ＊
行 政 書 士 事 務 所
社 会 保 険 労 務 士 事 務 所

写 真 業
そ の 他 の 技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

技 術 サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ）
獣 医 業
土 木 建 築 サ ー ビ ス 業
建 築 設 計 業
測 量 業
そ の 他 の 土 木 建 築 サ ー ビ ス 業

他 の 冠 婚 葬 祭 業
結 婚 式 場 業
冠 婚 葬 祭 互 助 会

他 の 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業

洗 濯 業
理 容 業
美 容 業
他 の 洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業

そ の 他 の 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 3)
旅 行 業
冠 婚 葬 祭 業
葬 儀 業

他 の 専 門 料 理 店
そ ば ・ う ど ん 店 ， す し 店
他 の 飲 食 店

持 ち 帰 り ・ 配 達 飲 食 サ ー ビ ス 業
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業
洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業

宿 泊 業
飲 食 店
食 堂 ， レ ス ト ラ ン （ 専 門 料 理 店 を 除 く ）
専 門 料 理 店
日 本 料 理 店
中 華 料 理 店 ， ラ ー メ ン 店

機 械 設 計 業
商 品 ・ 非 破 壊 検 査 業
計 量 証 明 業



80 2.9 2.8
801 0.8 0.7
802 4.1 3.8
803 0.3 0.3
804 2.1 2.1
8043 3.4 3.5
8044 4.7 4.9
8045 4.1 2.3
8048 4.5 4.0
804a 4.6 5.0

805 3.1 2.0
806 4.4 4.4
8064 4.6 4.6
806a 3.3 3.4

809 7.0 7.0
Ｏ 1.6 1.6
82 1.6 1.6
82a 3.4 3.3
821 3.8 3.5
822 6.3 6.8

82b 1.9 1.9
823 2.7 2.6
824 2.7 2.8
8245 3.7 3.9
824a 3.2 3.3

829 4.2 4.2
Ｐ 0.7 0.7
83 0.7 0.7
831 0.7 0.7
832 1.9 1.9
833 2.4 2.4
83a 3.6 3.7

84 4.5 4.6
85 1.6 1.6
854 1.8 1.8
854a 2.6 2.4
854b 2.3 2.3

85a 3.6 3.6
Ｒ 1.4 1.3
88 2.6 2.6
881 3.8 3.8
88a 3.6 3.5

89 3.4 3.4
90 3.5 3.3
901 4.4 4.2
902 5.1 4.7
90a 17.5 17.8

91 3.5 3.3
911 4.2 3.8
912 3.9 3.7

92 2.1 2.1
921 6.2 6.3
922 3.2 3.0
923 3.3 3.4
929 3.3 3.3

95 4.4 4.4
951 4.3 4.4
95a 8.9 8.9

- -
※１　しっ皆層の標準誤差を「０」として計算した。
※２　本調査（拡大調査）では，月次調査と異なり，情報通信業を主業とした企業等や事業所は
　調査対象外のため，結果表中「サービス産業計」には情報通信業は含まない。
　また，調査対象企業が行う，調査対象産業以外の事業活動（副業）を「その他」に含め，
　「サービス産業計」，「その他」の計を「合計」としている。
＊　短縮表記した産業分類項目名の正式名称は次のとおりである。
　722 公証人役場，司法書士事務所，土地家屋調査士事務所
　72# デザイン業，著述・芸術家業，その他の専門サービス業
1)「学術・開発研究機関」を除く。
2)「純粋持株会社」を除く。
3)「家事サービス業」を除く。
4)「学校教育」を除く。
5)「保健所」を除く。
6)「社会保険事業団体」及び「福祉事務所」を除く。
7)「政治・経済・文化団体」，｢宗教」及び「外国公務」を除く。

娯 楽 業
映 画 館
興 行 場 （ 別 掲 を 除 く ） ， 興 行 団

産業（詳細分類） 事業活動の産業別
事業所・企業等の

産業別

競 輪 ・ 競 馬 等 の 競 走 場 ， 競 技 団
ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業
ゴ ル フ 場
ゴ ル フ 練 習 場
ボ ウ リ ン グ 場
フ ィ ッ ト ネ ス ク ラ ブ
他 の ス ポ ー ツ 施 設 提 供 業

公 園 ， 遊 園 地
遊 戯 場
パ チ ン コ ホ ー ル
他 の 遊 戯 場

そ の 他 の 娯 楽 業
教 育 ， 学 習 支 援 業 4)
そ の 他 の 教 育 ， 学 習 支 援 業
社 会 教 育 ， 職 業 ・ 教 育 支 援 施 設
社 会 教 育
職 業 ・ 教 育 支 援 施 設

学 習 塾 ， 教 養 ・ 技 能 教 授 業
学 習 塾
教 養 ・ 技 能 教 授 業
外 国 語 会 話 教 授 業
他 の 教 養 ・ 技 能 教 授 業

他 に 分 類 さ れ な い 教 育 ， 学 習 支 援 業
医 療 ， 福 祉
医 療 業
病 院
一 般 診 療 所
歯 科 診 療 所
他 の 医 療 業

保 健 衛 生 5)
社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業 6)
老 人 福 祉 ・ 介 護 事 業
通 所 ・ 短 期 入 所 介 護 事 業 ， 訪 問 介 護 事 業
他 の 老 人 福 祉 ・ 介 護 事 業

他 の 社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業
サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） 7)
廃 棄 物 処 理 業
一 般 廃 棄 物 処 理 業
他 の 廃 棄 物 処 理 業

自 動 車 整 備 業
機 械 等 修 理 業 （ 別 掲 を 除 く ）
機 械 修 理 業 （ 電 気 機 械 器 具 を 除 く ）
電 気 機 械 器 具 修 理 業
そ の 他 の 修 理 業 （ 表 具 業 を 含 む ）

職 業 紹 介 ・ 労 働 者 派 遣 業

と 畜 場 ， 他 に 分 類 さ れ な い サ ー ビ ス 業
そ の 他

職 業 紹 介 業
労 働 者 派 遣 業

そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業
速 記 ・ ワ ー プ ロ 入 力 ・ 複 写 業
建 物 サ ー ビ ス 業
警 備 業
他 に 分 類 さ れ な い 事 業 サ ー ビ ス 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業
集 会 場



付録４ 用語の解説 

 

１ 事業所 

  事業所とは，経済活動の場所ごとの単位であって，原則として次の要件を備えているものをいう。 

・ 経済活動が，単一の経営主体のもとで一定の場所（一区画）を占めて行われていること。 

・ 物の生産や販売，サービスの提供が，従業者と設備を有して，継続的に行われていること。 

２ 企業等 

「企業」とは，事業活動を行う法人（外国の会社を除く。）又は個人経営の事業所（個人経営であっ

て同一の経営者が複数の事業所を経営している場合は，それらはまとめて一つの企業となる。）をい

う。 

「企業等」とは，企業及び国・地方公共団体が運営する公営企業等を一部含めたものをいう。 

３ 年間売上高（収入額）等 

（1） 年間売上高（収入額） 

サービス等を提供した対価として得られたもの（消費税等の間接税を含む。）で，仕入高や給与な

どの経費を差し引く前の金額である。なお，都道府県別に直接算出できない企業（都道府県をまた

がって活動する運輸業など）の年間売上高については，都道府県別の事業従事者数などの情報を用

いて，企業全体の年間売上高をあん分した金額である。 

  ＜年間売上高に含めるもの＞ 
   ・ 受託販売 … 販売手数料収入 
   ・ 委託販売 … 委託先で販売した実際の販売額 
   ・ 不動産代理業・仲介業 … 代理手数料収入，仲介手数料収入など 
   ・ 取次業 … 取次手数料収入（クリーニングや写真（現像・焼付・引伸）などの取次手数料） 
   ・ 自家消費・贈与 … 商品や製品などを自家用に消費したり他人に贈与した場合には，金額に 

換算した額 
   ・ 医療業・介護事業 … 医療保険・介護保険からの受取保険料，利用者の自己負担など 

・ 会社以外の法人及び法人でない団体 … 事業活動によって得た収入 

  ＜年間売上高（収入額）に含めないもの＞ 
   ・ 預金・有価証券などから生じた事業外の利子・配当収入 
   ・ 事業外で有価証券，土地や建物などの財産（資産）を売却して得た収入 
   ・ 借入金，繰越金 
   ・ 本所・本社・本店などから支給される支所・支社・支店の運営経費 
   ・ 会社以外の法人及び法人でない団体における事業活動を継続するための収入 

（運営交付金，寄付金，献金，補助金，会費，会員の負担金など） 

  ＜年間売上高（収入額）の計上時点＞ 
   ・ 調査実施年前年の１月から 12月まで，又はこの期間を最も多く含む決算期間の１年間を計上 

・ 代金を受領した年でなく，サービス等を提供した年の売上高（収入額）に計上 
   （例）割賦販売については，サービス等を提供した年に計上 

（2） 事業活動を継続するための収入 

      経営組織が会社以外の法人及び法人でない団体において，売上高以外の事業活動を継続するため

の収入（運営交付金，寄付金，献金，補助金，会費，会員の負担金など）をいう。 

（3） 年間収入計 

      「年間売上高」と「事業活動を継続するための収入」の合計した金額である。 

４ 事業従事者 

当該事業所で調査実施年の６月末に最も近い営業日に実際に働いている人（「出向又は派遣として他

の企業などで働いている人」を含まず，「出向又は派遣として他の企業などからきてこの事業所・企業

等で働いている人」を含む。）をいう。なお，事業活動別の事業従事者は，主に従事している事業活動

にのみ計上している。 

事業従事者を次のように区分した。 

有給役員 

個人経営以外の場合で，役員報酬を得ている人をいう。 



個人業主 

個人経営の事業主をいう。個人が共同で事業を行っている場合，そのうちの１人を個人業主とし，

他の人は常用雇用者とする。 

無給の家族従業者 

個人業主の家族などで，賃金や給与を受けずに，事業所を手伝っている人をいう。 

常用雇用者 

期間を定めずに雇用されている人又は１か月以上の期間を定めて雇用されている人をいう。 

正社員・正職員 

常用雇用者のうち，一般に正社員・正職員としている人をいう。 

正社員・正職員以外 

常用雇用者のうち，一般に契約社員，嘱託社員，パートタイマー，アルバイト又はそれに近い名称

で呼ばれている人をいう。 

臨時雇用者 

常用雇用者以外の雇用者で，１か月未満の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用されている

人をいう。 

別経営の事業所・企業等からの出向・派遣 

出向又は派遣として，他の企業などからきてこの事業所・企業等で働いている人で，労働者派遣事

業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60年法律第 88号）でいう派遣労

働者のほかに，在籍出向など出向元に籍がありながら，この事業所・企業等で働いている人をいう。 

５ １事業従事者当たり年間売上高（年間収入計） 

年間売上高（年間収入計）を事業従事者数で除したもの 

   １事業従事者当たり年間売上高（年間収入計）＝年間売上高（年間収入計）／事業従事者数 

６ 事業活動の産業 

事業所・企業等が行う事業活動を単位とした産業分類である。企業等においては個々の事業活動ごと

に，事業所においては，単一の事業活動を行っているとみなし，当該事業所の主要な事業活動により分

類している。 

７ 事業所・企業等の産業 

事業所・企業等を単位とした産業分類である。企業等においては傘下事業所を含めた当該企業等全体

の主要な事業活動，事業所においては当該事業所の主要な事業活動により分類している。 

８ 経営組織 

個人経営 

個人が事業を経営している場合をいう。  

法人組織になっていなければ，共同経営の場合も個人経営に含まれる。 

法人 

 法律の規定によって法人格を認められているものが事業を経営している場合をいう。以下の会社及

び会社以外の法人が該当する。 

会社 

株式会社，有限会社，合名会社，合資会社，合同会社，相互会社及び外国の会社をいう。  

ここで，外国の会社とは，外国で設立された法人の支店，営業所などで，会社法（平成 17年法

律第 86号）の規定により日本に営業所などの所在地を登記したものをいう。なお，外国人の経営

する会社や外国の資本が経営に参加しているいわゆる外資系の会社は，外国の会社ではない。 

会社以外の法人 

会社以外で法人格を持っている団体をいい，国・地方公共団体も含む。例えば，独立行政法人，

地方独立行政法人，国立大学法人，大学共同利用機関法人，特殊法人，認可法人，一般社団法人，

一般財団法人，公益社団法人，公益財団法人，社会福祉法人，医療法人，更生保護法人，国民健康

保険組合，共済組合，弁護士法人，監査法人，税理士法人などが含まれる。 

法人でない団体 

法人格を持たない団体をいう。例えば，協議会などの事務所等が含まれる。 

９ 資本金 

株式会社及び有限会社については資本金の額，合名会社，合資会社及び合同会社については出資金の

額，相互会社については基金の額をいう。 



拡大調査票（事業所用） 

付録５ 調査票様式

）

原
則

税
込

み
で

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
た

だ
し

、
会

計
処

理
上

税
込

み
で

記
入

す
る

こ
と

が
困

難
な

場
合

は
税

抜
き

で
記

入
し

、
□

内
に
レ

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

人

百
万

,

*

人

〔
備

考
欄

〕
貴

事
業

所
に

つ
い

て
、

大
き

な
変

化
が

あ
っ

た
場

合
は

、
そ

の
状

況
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

②
 正

社
員

・
正

職
員

と
し

て
い

る
人

-
2

③
 ②

以
外

の
人

（
パ

ー
ト

・
ア

ル
バ

イ
ト

な
ど

）

選
択

肢
に

○
を

付
け

て
く
だ

さ
い

合
名

会
社

合
資

会
社

合
同

会
社

相
互

会
社

２
.（

１
）
年

間
売

上
高

（
収

入
額

）
※

金
額

は
 千

円
未

満
を

四
捨

五
入

し
て

く
だ

さ
い

。

,

は
い

※
記

載
し

て
あ

る
事

業
活

動
と

現
在

行
っ

て
い

る
主

な
事

業
活

動
が

同
じ

で
あ

れ
ば

、
 「
１
　
は
い
」
に

、
異

な
る

場
合

は
 「
２
　
い
い
え
」
に

○
を

付
け

て
く

だ
さ

い
。

月
か

ら
２

 ０

い
い

え

年
の

１
月

か
ら

1
2
月

ま
で

の
１

年
間

に
つ

い
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

　
拡

大
調

査
票

（
事

業
所

用
）

総
務

省
統

計
局

,

１
.（

１
）
経

営
組

織
該

当
す

る
番

号
に

○
を

付
け

て
く

だ
さ

い

個
人

経
営

株
式

会
社

（
有

限
会

社
を

含
む

）

総
数

（
①

～
④

の
合

計
）

,

●
こ

の
統

計
調

査
は

統
計

法
(平

成
1
9
年

法
律

第
5
3
号

）
に

基
づ

き
、

総
務

大
臣

の
承

認
を

受
け

た
重

要
な

調
査

で
す

。

●
秘

密
の

保
護

に
は

万
全

を
期

し
て

い
ま

す
の

で
、

 あ
り

の
ま

ま
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

●
こ

の
調

査
票

は
、

統
計

的
に

処
理

さ
れ

、
税

務
資

料
に

使
わ

れ
る

こ
と

は
あ

り
ま

せ
ん

。

貴
事

業
所

の
主

な
事

業
活

動

1

４
.（

１
）
貴

事
業

所
に

所
属

す
る

従
業

者
数

（
出

向
又

は
派

遣
と

し
て

他
の

企
業

な
ど

別
経

営
の

事
業

所
で

働
い

て
い

る
人

は
含

み
ま

せ
ん

。
)

決
算

期
間

（
１

年
間

）
は

２
 ０

人
,

調
査

票
の

内
容

に
つ

い
て

 照
会

す
る

場
合

が
あ

り
ま

す
の

で
 記

入
を

お
願

い
し

ま
す

。

所
属

部
署

名

１
.
経

営
組

織
及

び
資

本
金

等
の

額
（
2
0
1
7
年

（
平

成
2
9
年

）
６

月
末

現
在

）

記
入

者
氏

名

電
話

番
号

　
（

）
－

　
 

（内
線

：
）

,
,

,0
0
0
円

,

億
百

万

２
 ０

,0
0
0
円

百
億

税
抜

き

年
年

上
記

の
期

間
で

記
入

で
き

な
い

場
合

は
、

こ
の

期
間

を
最

も
多

く
含

む
決

算
期

間
に

つ
い

て
記

入
し

て
く
だ

さ
い

。

３
.
貴

事
業

所
の

主
な

事
業

活
動

の
種

類

現
在

行
っ

て
い

る
主

な
事

業
活

動
の

内
容

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

（
左

の
選

択
肢

で
「
２

　
い

い
え

」
を

選
択

し
た

場
合

の
み

）

,0
0
0
円

①
有

給
役

員
個

人
業

主
無

給
の

家
族

従
業

者

４
.（

２
）
　

受
入

者
４

. （
１

）
の

ほ
か

に
 他

の
企

業
な

ど
か

ら
き

て
(出

向
又

は
派

遣
)貴

事
業

所
で

働
い

て
い

る
人 ,

人

※
該

当
す

る
従

事
者

が
い

な
い

場
合

は
空

欄
に

せ
ず

 「
０

」
人

と
ご

記
入

く
だ

さ
い

。
４

.
貴

事
業

所
の

2
0
1
7
年

（
平

成
2
9
年

）
６

月
末

の
事

業
従

事
者

数
（
月

末
に

最
も

近
い

営
業

日
の

状
況

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

）

万

～
調

査
票

の
記

入
に

当
た

っ
て

～

・
調

査
票

の
裏

面
及

び
別

冊
の

「
拡

大
調

査
票

（
事

業
所

用
）
の

記
入

の
し

か
た

」
を

参
照

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

人
,

,

-

人

④
臨

時
雇

用
者

 （
③

以
外

の
パ

ー
ト

・
ア

ル
バ

イ
ト

 な
ど

を
含

む
）,

万
百

億

,

億

　
常

用
雇

用
者

月
ま

で

一
般

統
計

調
査

兆
百

億
億

百
万

万

１
.（

２
）
資

本
金

又
は

出
資

金
・
基

金
の

額

 会
社

以
外

の
  
  
  
法

人
（
社

 団
・
財

 団
 法

人
、
医

療
法

人
、
特

殊
法

人
な

ど
）

2
1

3

1
  

こ
の

１
年

間
で

他
社

（
団

体
等

）
と

の
合

併
が

あ
っ

た
2
  

こ
の

１
年

間
で

分
社

化
（
法

人
の

分
割

）
が

あ
っ

た

↓
下

記
に

印
字

さ
れ

た
事

業
所

に
つ

い
て

ご
記

入
く

だ
さ

い
。

２
.（

２
）
　

事
業

活
動

を
継

続
す

る
た

め
の

収
入

（
２

．
（
１

）
以

外
の

運
営

費
交

付
金

、
補

助
金

等
）

4
5

6
7

8
 外

国
の

会
社

（
外

国
に

本
社

・
本

店
の

あ
る

事
業

所
）

法
人

で
な

い
団

体
（
法

人
格

を
持

た
な

い
協

議
会

な
ど

）

２
.
貴

事
業

所
全

体
の

年
間

売
上

高
（
収

入
額

）
等

秘

「
１

.（
１

）
経

営
組

織
」が

「
7

会
社

以
外

の
法

人
」

又
は

「
8

法
人

で
な
い
団

体
」

の
場

合
は

右
欄

に
も

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
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拡大調査票（企業等用） 

７
ペ

ー
ジ

５
～

６
ペ

ー
ジ

３
～

４
ペ

ー
ジ

５
～

６
ペ

ー
ジ

　
４

．
貴

社
（
団

体
等

）
の

2
0
1
7
年

(平
成

2
9
年

）
６

月
末

の
事

業
従

事
者

数

（
１

）
貴

社
（
団

体
等

）
に

所
属

す
る

事
業

活
動

別
従

業
者

数

（
２

）
受

入
者

2
0
1
7
年

（
平

成
2
9
年

）
６

月
末

現
在

の
状

況

　
５

．
地

域
別

の
状

況
『
３

．
貴

社
（
団

体
等

）
の

事
業

活
動

別
年

間
売

上
高

（
収

入
額

）
等

』
に

記
入

し
た

期
間

の
状

況

　
３

．
貴

社
（
団

体
等

）
の

事
業

活
動

別
年

間
売

上
高

（
収

入
額

）
等

*

・
黒

又
は

青
の

ボ
ー

ル
ペ

ン
な

ど
で

、
は

っ
き

り
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

・
記

入
し

た
内

容
を

訂
正

す
る

場
合

は
、

二
重

線
で

消
し

、
正

し
い

内
容

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

・
数

字
を

記
入

す
る

欄
に

つ
い

て
、

該
当

す
る

も
の

が
な

い
場

合
で

も
空

欄
に

せ
ず

、
「
０

」
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

・
金

額
欄

は
、

千
円

未
満

を
四

捨
五

入
し

千
円

単
位

で
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

❖
調

査
票

の
構

成
調

査
票

の
記

入
に

当
た

っ
て

は
、

別
冊

「
拡

大
調

査
票

（
企

業
等

用
）
の

記
入

の
し

か
た

」
を

ご
参

照
く
だ

さ
い

。

事
業

活
動

１
、

２
（
地

域
別

A
票

）

事
業

活
動

３
、

４
（
地

域
別

B
票

）

８
ペ

ー
ジ

９
ペ

ー
ジ

２
ペ

ー
ジ

❖
記

入
上

の
注

意

１
ペ

ー
ジ

　
１

．
経

営
組

織
及

び
資

本
金

等
の

額

所
属

部
署

名

記
入

者
氏

名

電
話

番
号

　
（
　

　
　

　
）

－

　
　

（
内

線
：
　

　
　

）

調
査

票
の

内
容

に
つ

い
て

 照
会

す
る

場
合

が
あ

り
ま

す
の

で
 記

入
を

お
願

い
し

ま
す

。

一
般

統
計

調
査

４
ペ

ー
ジ

５
ペ

ー
ジ

記
入

の
し

か
た

●
こ

の
統

計
調

査
は

統
計

法
(平

成
1
9
年

法
律

第
5
3
号

）
に

基
づ

き
、

総
務

大
臣

の
承

認
を

受
け

た
重

要
な

調
査

で
す

。
●

秘
密

の
保

護
に

は
万

全
を

期
し

て
い

ま
す

の
で

、
 あ

り
の

ま
ま

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

●
こ

の
調

査
票

は
、

統
計

的
に

処
理

さ
れ

、
税

務
資

料
に

使
わ

れ
る

こ
と

は
あ

り
ま

せ
ん

。

サ
ー

ビ
ス

産
業

動
向

調
査

　
拡

大
調

査
票

（
企

業
等

用
）

2
0
1
7
年

（
平

成
2
9
年

）
６

月
末

現
在

の
状

況

2
0
1
6
年

（
平

成
2
8
年

）
１

月
～

1
2
月

ま
で

の
状

況
又

は
こ

の
期

間
を

最
も

多
く
含

む
決

算
期

間

　
２

．
貴

社
（
団

体
等

）
の

事
業

活
動

の
内

容

（
１

）
事

業
活

動
別

年
間

売
上

高
（
収

入
額

）

（
２

）
事

業
活

動
を

継
続

す
る

た
め

の
収

入
（
３

．
（
１

）
以

外
の

運
営

費
交

付
金

、
補

助
金

等
）

（
１

）
経

営
組

織

（
２

）
資

本
金

又
は

出
資

金
・
基

金
の

額

調
査

票

秘

#2
01

＇ 

゜

匡

H
溢環
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硲
箪

゜
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ロ
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ロ
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付録６ 記入のしかた（抜粋）

 

 

 

 

 

記入のしかた（事業所用）

 

  

 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

１

１．記入のしかた  ····················································· Ｐ２～７ 

２．オンライン使用ガイド  ············································· Ｐ８～１３ 

サービス産業動向調査の概要  ··········································· Ｐ１４～１５

 お問い合わせ窓口  ················································· Ｐ１６

❖サービス産業動向調査の「月次調査」と「拡大調査」について

サービス産業動向調査では、毎月の調査（「月次調査」）に加え、年に１回「拡大調査」を実施しています。

「月次調査」は、毎月、サービス産業全体の生産及び雇用の動向を明らかにするために実施している統計調

査ですが、「拡大調査」は、さらに地域別の状況などを明らかにし、都道府県の産業政策や事業者の経営判断な

どに活用されることを目的とした重要な統計調査です。 

❖調査票の記入に当たっての留意事項

 この調査票は、サービス産業に含まれる事業を行っている事業所にお配りしております。

 事業所とは、サービスの提供等が行われている個々の場所をいいます。

 店舗、事務所、営業所、医院、旅館などのように固定的な場所で事業を行っている場合は、その場所が

事業所となります。

 個人タクシーなど事業を行う場所が一定しない場合や個人教授、著述家など自宅の一部で事業を営んでい

る場合は、自宅が事業所となります。

 本社、支社、営業所、出張所などは、それぞれ、その場所ごとに事業所となります。

＜記入上の注意点＞ 

 黒又は青のボールペンなどで、はっきり記入してください。

 記入した内容を訂正する場合は、二重線で消し、正しい内容を記入してください。

 数字を記入する欄について、売上げがない場合や該当者がいない場合には空欄にせず、「０」を記入してく

ださい。

 金額欄は、千円未満を四捨五入し千円単位で記入してください。また、「￥」記号は付けないでください。 

❖調査票の提出方法

調査票は、郵送で提出する方法のほか、オンラインで提出することもできます。詳しくは、８ページ～１３

ページの「オンライン使用ガイド」をご覧ください。

❖提出期限

拡大調査票は７月末日までにご回答ください。

～調査票を記入する前にお読みください～ 

拡大調査 

FF-04 

2017.6更新 



店舗の拡張工事を実施し、３月に店舗を

リニューアルオープンした。

Ｐ．６参照 

０ １２ １ ４

 

《住所・あて先》〒162-0000 

東京都新宿区河野町１-２-３ 

（株）レストラントーケイ 本社 

経理課 田中様 

※記載内容に変更ありました、当該箇所を二重線で消して、訂正してください。

《調査対象事業所の名称・所在地》 

※下記に印刷された名称又は所在地に変更があった場合は、訂正してください。 
 

（株）レストラントーケイ 若竹店 
東京都新宿区若竹町３-２-１ 若竹第３ビル ２階

２ 

１．記入のしかた 

Ｐ．５参照 

食堂、レストラン（和食・ 洋食・中華等各種料理を提供）その他の飲食店 

7 6 0 17 6 0 6 

〈拡大調査票の記入例〉 
内のページに記載の記入案内を参照してください。 

０６１ ４

１６ 

０７１ ３ ０６６ ０６

００6 ０

１階 

印字されている内容に変更がある場合は、訂正してください。 

統計太郎 

Ｐ．６参照 

Ｐ．４～５参照 

店舗の拡張工事を実施し、３月に店舗を

リニューアルオープンした。

Ｐ．６参照 

０ １２ １ ４

 

《住所・あて先》〒162-0000 

東京都新宿区河野町１-２-３ 

（株）レストラントーケイ 本社 

経理課 田中様 

※記載内容に変更ありました、当該箇所を二重線で消して、訂正してください。

《調査対象事業所の名称・所在地》

※下記に印刷された名称又は所在地に変更があった場合は、訂正してください。

（株）レストラントーケイ 若竹店 
東京都新宿区若竹町３-２-１ 若竹第３ビル ２階

２ 

１．記入のしかた 

Ｐ．５参照 

食堂、レストラン（和食・ 洋食・中華等各種料理を提供）その他の飲食店 

7 6 0 17 6 0 6 

〈拡大調査票の記入例〉 
内のページに記載の記入案内を参照してください。 

０６１ ４

１６ 

０７１ ３ ０６６ ０６

００6 ０

１階 

印字されている内容に変更がある場合は、訂正してください。

統計太郎 

Ｐ．６参照 

Ｐ．４～５参照 



４ １

経理課 
統計 太郎 

０３ １２３ ４５６

３ 

000-0000

7 月末日までにご回答ください

調査対象事業所の『主な事業活動の種類』についてご回

答ください。 

記入者の所属部署名・氏名・電話番号を記入してくださ

い。ご記入いただいた内容について、照会させていたくだ

くことがあります。 

１．記入のしかた 

食堂、レストラン（和食・ 洋食・中華等各種料理を提供）

事業所単位の調査となります。会社企業全体ではあり

ません。

＜調査対象事業所の名称・所在地＞に記載の事業所に

ついてご記入ください。

６月末時点の事業従事者数をご記入ください。 

経営組織が７会社以外の法人又は８法人でない団体

の場合はご記入ください。 

該当する収入がない場合は「０」千円とし、その理由を

備考欄にご記入ください。 

経営組織が２株式会社～５相互会社の事業所はご記入

ください。それ以外の事業所は記入の必要はありません。

原則 税込で記入してください。税抜きで記入する場

合は、□内に☑を記入してください。 



 

 
 

 

 
 

 

 
 

１．経営組織及び資本金等の額 

１．（１）経営組織 

個人経営 個人が事業を営んでいる場合をいいます。会社や法人組織になっていない共同経営の場合も

個人経営となります。

外国の会社 外国で設立された法人の支店、営業所などのうち、会社法の規定により日本に営業所などの

所在地を登記したものをいいます。なお、外国人が経営する会社や外国の資本が経営に参加している、

いわゆる外資系の会社は含まれません。

会社以外の法人 会社以外で法人格を持っている団体をいい、国及び地方公共団体も含みます。

法人でない団体 団体であるが法人格を持たないものをいいます。例えば、協議会、後援会などで、法人

格を持たないものが該当します。

１．（２）資本金又は出資金・基金の額 

株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、合同会社、相互会社については、企業の資本金・出資金・

基金を千円単位で記入してください。なお、資本準備金は含まれません。

個人経営、外国の会社、会社以外の法人、法人でない団体については、記入は不要です。

２．貴事業所全体の年間売上高（収入額）等 

２０１６年の１月から１２月の１年間の売上高（収入額）と事業活動について記入してください。 

この期間で記入できない場合は、この期間を最も多く含む決算期間について記入してください。 

※あらかじめ「＊＊＊」が印字されている場合は、記入の必要はありません。

２．（１）年間売上高（収入額） 

年間売上高（収入額）とは、この事業所においてサービス等を提供した対価として得られたもので、仕入

高や給与などの経費を差し引く前の金額をいいます。年間売上高（収入額）は、この事業所における全売

上高（収入額）を記入してください。

年間売上高（収入額）がない場合は、「０」千円と記入し、その理由を〔備考欄〕に記入してください。

２．（２）事業活動を継続するための収入（２．（１）以外の運営費交付金、補助金等） 

「１．（１）経営組織」が「７ 会社以外の法人」又は「８ 法人でない団体」の場合は、「２．（１）年間

売上高（収入額）」に含めない「２．（２）事業活動を継続するための収入」（運営費交付金、寄付金、献金、

補助金、会費、会員の負担金、人件費等）についても記入してください。

独立採算性で運営し「事業活動を継続するための収入」がない場合は、「０」千円とし、その理由を備考欄

にご記入ください。

「１.（１）経営組織」が「１ 個人経営」～「６ 外国の会社」は、「事業活動を継続するための収入」

の記入は不要です。

４

１．記入のしかた 

００６ ０

０６6 ０６４０６ １１ ７ ０ ３

１６



 

 

３．貴事業所の主な事業活動の種類 

※あらかじめ「＊＊＊」が印字されている場合は、記入の必要はありません。

「主な事業活動の種類」としてあらかじめ記載されている事業活動が、現在の事業活動と異なる場合は、「２

いいえ」に○印を付け、正しい事業活動名及びそれに対応する分類番号（別冊「事業活動一覧」を参照）

を右側の記入欄に記入してください。分類番号が不明な場合は、事業活動の内容のみ記入してください。

主な事業活動がサービス産業以外であれば、分類番号を「10-00」と記入し、具体的にどのような事業を行

っているのか記入してください。ご記入内容について照会させていただく場合があります。

 売上高（収入額）に含めないもの 

○預金・有価証券などから生じた事業外の利子・配当収入

○事業外で有価証券、土地や建物などの財産（資産）を売却して得た収入

○借入金、繰越金

○本所・本社・本店などから支給される支所・支社・支店の運営経費

○会社以外の法人及び法人でない団体における事業活動を継続するための収入（運営費交付金、寄付金、献金、補助金、
会費、会員の負担金等）

注）この調査票では、事業活動を継続するための収入については売上高（収入額）に含めません。

５

１．記入のしかた 

 売上高（収入額）に含めるもの 

業種・業態 売上高（収入額）に含めるもの 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

新聞業・出版業 新聞売上高、広告収入など 

広告業 広告制作料、媒体手数料など 

道路旅客運送業 旅客運賃、手荷物運賃、物品保管料、広告料など 

道路貨物運送業 物流事業収益、構内作業及び機械荷役事業収益など 

不動産取引業 不動産販売高、代理手数料収入、仲介手数料収入など 

駐車場業 駐車料金、月ぎめ契約料金など 

マンション管理業 マンション管理費、管理受託料など

物品賃貸業 賃貸料、リース料、レンタル料など

公認会計士事務所 報酬、契約料など

ホテル業 室料、料理・飲料代など

取次店 取次手数料（クリーニングや写真（現像・焼付・引伸）などの取次手数料）

理容業・美容業 整髪料、パーマ代、カット代、メイク代、着付け代など

旅行業 運送、宿泊等の契約料など

結婚式場業 結婚式代、披露宴代など

写真業 写真撮影料、フィルム現像料、焼付料、引伸料など

学習塾 授業料、月謝など

病院 入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、保健予防活動収益、医療保険からの受取保険料など

療術業 あん摩料、マッサージ料、指圧料、医療保険からの受取保険料など

特別養護老人ホーム 介護報酬、利用者負担金、基本食事サービス代、介護保険からの受取保険料など

有料老人ホーム 入居金、介護報酬、管理費、食費、個別有料サービス代、介護保険からの受取保険料など

産業廃棄物処理業 運搬料金、中間処理料金、最終処分料金、自治体等からの受託料など

自動車整備業 車検整備代、定期点検整備代、事故整備代など

職業紹介・労働者派遣業 人材派遣・請負、人材紹介事業収入、アウトソーシング事業収入など

建物サービス業 ビル清掃契約料、保守料など

受託販売業・委託販売業 受託販売によって得た販売手数料収入や、委託先で販売した実際の販売額。

その他 商品や製品などを自家用に消費したり他人に贈与した場合の、金額に換算した額。

食堂、レストラン（和食・洋食・中華等各種料理を提供） 
7 6 0 17 6 6 0 

その他の飲食店 



 

 

 
 

 

 

４．貴事業所の 2017 年（平成 29 年）６月末の事業従事者数 

※あらかじめ「＊＊＊」が印字されている場合は、記入の必要はありません。

４.（１）貴事業所に所属する従業者数 

「① 有給役員」とは、個人経営以外の場合で、役員報酬を得ている人をいいます。

「① 個人業主」とは、個人経営の事業主をいいます。個人が共同で事業を行っている場合、そのうちの

１人を個人業主とし、他の人は常用雇用者としてください。

「① 無給の家族従業者」とは、個人業主の家族などで、賃金や給与を受けずに、事業所を手伝っている人

をいいます。

「常用雇用者」とは、以下の要件のいずれかに該当する人をいいます。

・雇用期間を定めないで雇用している人

・１か月以上の雇用期間を定めて雇用している人

「② 正社員・正職員としている人」とは、以下の人をいいます。

・常用雇用者に該当する人のうち、正社員・正職員として処遇している人

・一般的に、雇用契約期間に定めがなく（定年制を含む。）、貴事業所で定められている１週間の所定労

働時間で働いている人をいいます。

「③ ②以外の人（パート・アルバイトなど）」とは、常用雇用者のうち、契約社員、嘱託社員、パー

トタイマー、アルバイトなど「正社員・正職員としている人」以外の人をいいます。

「④ 臨時雇用者（③以外のパート・アルバイトなどを含む）」とは、常用雇用者以外の雇用者で、１か月

未満の期間を定めて雇用されている人や、日々雇用されている人をいいます。

①～④に、出向又は派遣として他の企業などで働いている人を含みません。

「総数（①～④の合計）」 

（１）の①～④欄を合算して記入してください。

４.（２）受入者 

労働者派遣法でいう派遣労働者のほかに、在籍出向など出向元に籍がありながら、貴事業所で働いている

人をいいます。

業務委託の人は含めないでください。

該当者がいない場合には空欄にせず「０」人と記入してください。

〔備考欄〕 

貴事業所について、大きな変化があった場合は、その状況を記入してください。

特記事項の例として選択肢を設けましたので、該当する場合は項目の番号に○をつけてください。

６

店舗の拡張工事を実施し、３月に店舗を

リニューアルオープンした。

１．記入のしかた 

０ ２ １ １ １４



 
 

 

 

「指定管理者制度」とは、地方自治体が所管する公の施設の管理・運営を、指定した民間事業者等（指定管理者）

に委任する制度のことです。 

【例】「○○市立産業会館」が指定管理者制度を導入し、「××株式会社」が管理・運営しているケース 

○○市立産業会館（地方公共団体） の場合

 

２.(１)には年間の収入（○○市に入る利用料:3,600千円＋指定管理者からの納付金:12,000千円＝15,600千円）をご記入ください。

２.(２)には当該施設の年間予算額（執行額）(30,000千円)をご記入ください。 

４.(１)には○○市が雇用する職員数（１人）をご記入ください。 

４.(２)には○○市が直接受け入れている派遣又は出向の方の人数をご記入ください。指定管理業者及び業務委託の従業者は含め

ないでください。

××株式会社（指定管理者） の場合

２.(１)には年間の収入（指定管理者に入る利用料:4,800千円＋○○市より入る指定管理料:24,000千円＝28,800千円）をご記入ください。

２.(２)は会社企業の場合は空欄で構いません。 

財団等の会社以外の法人の場合は、運営費交付金等をご記入ください。交付金等がない場合は「0」千円とご記入ください。

４.(１)には××株式会社が雇用する従業者数（４人）をご記入ください。 

４.(２)には××株式会社が直接受け入れている派遣又は出向の方の人数をご記入ください。地方公共団体側及び業務委託の従業

者は含めないでください。

１．記入のしかた 

○○市

（地方公共団体） 

職員１人 

××株式会社 

（指定管理者） 

従業者４人 

○○市立産業会館

利用者○○市に入る利用料 3,600 千円（年額） ××株式会社（指定管理者）に入る利用料 4,800 千円

納付金 12,000 千円（年額）

指定管理料２4,000 千円（年額）
年間予算：30,000 千円 

７

《調査対象事業所の名称・所在地》欄に印字されている事業所が調査事業所

です。地方公共団体と指定管理者の両方に対して調査を実施する場合が

ありますので、調査対象をご確認のうえ、ご記入をお願いいたします。 

※１ 調査票下部の数字末尾が「2」…調査対象は  地方公共団体

※２ 調査票下部の数字末尾が「2」以外…調査対象は  指定管理者

０６５ ０１ ０００ ０３

０８８ ０２

０ １０ ０１０

０ ４０ ０４０

《調査対象事業所の名称・所在地》欄に印字されている事業所が調査事業所

です。地方公共団体と指定管理者の両方に対して調査を実施する場合が

ありますので、調査対象をご確認のうえ、ご記入をお願いいたします。 

※１ 調査票下部の数字末尾が「2」…調査対象は  地方公共団体

※２ 調査票下部の数字末尾が「2」以外…調査対象は  指定管理者

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4 5 2
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１．記入のしかた  ····················································· Ｐ２～９ 

２．オンライン使用ガイド  ············································· Ｐ１０～１６ 

サービス産業動向調査の概要等  ········································· Ｐ１７～１９

 お問い合わせ窓口  ················································· Ｐ２０

❖サービス産業動向調査の「月次調査」と「拡大調査」について

サービス産業動向調査では、毎月の調査（「月次調査」）に加え、年に１回「拡大調査」を実施しています。

「月次調査」は、毎月、サービス産業全体の生産及び雇用の動向を明らかにするために実施している統計調

査ですが、「拡大調査」は、さらに地域別の状況などを明らかにし、都道府県の産業政策や事業者の経営判断な

どに活用されることを目的とした重要な統計調査です。 

❖調査票の記入に当たっての留意事項

 企業等には、国・地方公共団体が運営する公営企業等を含めます。

 会社企業の場合は、連結子会社を含まない単体を対象とします。

＜記入上の注意点＞ 

 黒又は青のボールペンなどで、はっきり記入してください。

 記入した内容を訂正する場合は、二重線で消し、正しい内容を記入してください。

 数字を記入する欄について、売上げがない場合や該当者がいない場合には空欄にせず、「０」を記入してく

ださい。

 金額欄は、千円未満を四捨五入し千円単位で記入してください。また、「￥」記号は付けないでください。 

❖調査票の提出方法

調査票は、郵送で提出する方法のほか、オンラインで提出することもできます。詳しくは、１０ページ～

１６ページの「オンライン使用ガイド」をご覧ください。

❖提出期限

拡大調査票は７月末日までにご回答ください。

～調査票を記入する前にお読みください～ 

拡大調査 

FF-03 

2017.6更新 

記入のしかた(企業等用) 



２ 

１．記入のしかた 

〈拡大調査票の記入例〉 

内のページに記載の記入案内を参照してください。 

Ｐ．４参照 

Ｐ．５～６参照 

税抜きで記入する場合に、 

□内に☑を記入してください。

Ｐ．８参照

３０１ ０ ０００

Ｐ．７参照 

期間限定キャンペー
ン対応のため、臨時
雇用者を採用。 

７ ３０ ０００７５ １５ ２ ２４ ３

７ ８２ ０６８６１ ２１ １３５

５ ３９ ４２０１１ ５２ ３６

００００ ０ ０

４３ ５３０３３ ８ ６２６

子会社へ委託してい
るため当社の従業者
はいない。 

✓

１１５５００００

３ ５８０ ０００

４ ０２００００

７ ２０００００

２ ３０００００

２８ ６５００００

７ ８ ０ ４ 

８ ０ ０ ８ 

食堂、レストラン（和食・洋食・中華等各種
料理を提供） 

その他のスポーツ施設
提供業 

美容業 

7 2 0 7 

経営コンサルタント業 

浴場
その他の洗濯業 

小売業 

7 8 0 3 

7 6 0 1 

1 6 １6 ０４ １7 ０３

東京都 東京都 東京都 東京都 
埼玉県 

Ｐ．８参照 

スポーツセンター事業は分社化し、2017 年 4 月より子会社が実施しているため、2017 年 6 月現在、

弊社にスポーツ事業の従事者はいない。 



３ 

１．記入のしかた 

Ｐ．９参照 

「５．地域別の状況」で、「２ 限定される」

を選択した事業活動は、地域別Ａ票・Ｂ票（調

査票３～６ページ）の記入は不要です。

企業単位の調査となります。

貴社が企業グループの会社企業の場合、

単体の会社企業を対象とし、連結子会社は含みません。

「５．地域別の状況」で、「２ 限定されない（海

外における活動を含む）」を選択した事業活動

は、地域別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ）

に記入してください。

東京都

千葉県

埼玉県

９７５００００

１８０００００

東京都 



ｄ

 

 
 

 

 
 

 

１．経営組織及び資本金等の額 

１．（１）経営組織 

個人経営 個人が事業を営んでいる場合をいいます。会社や法人組織になっていない共同経営の場合も

個人経営となります。

外国の会社 外国で設立された法人の支店、営業所などのうち、会社法の規定により日本に営業所などの

所在地を登記したものをいいます。なお、外国人が経営する会社や外国の資本が経営に参加している、

いわゆる外資系の会社は含まれません。

会社以外の法人 会社以外で法人格を持っている団体をいい、国及び地方公共団体も含みます。

法人でない団体 団体であるが法人格を持たないものをいいます。例えば、協議会、後援会などで、法人

格を持たないものが該当します。

１．（２）資本金又は出資金・基金の額 

株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、合同会社、相互会社については、企業の資本金・出資金・

基金を千円単位で記入してください。なお、資本準備金は含まれません。 

個人経営、外国の会社、会社以外の法人、法人でない団体については、記入は不要です。 

１．記入のしかた 

「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」と「３．貴社（団体等）の事業活動別年間売上高（収入額）等」

には、２０１６年の１月から１２月までの１年間について記入してください。 

２０１６年の１月から１２月までの１年間について記入できない場合は、この期間を最も多く含む決算

期間（例えば、３月期決算の場合は、２０１６年の４月から２０１７年３月まで）を記入した上で、その

期間の事業活動・売上高を記入してください。 

1 6 １6 ０４ １7 ０３

４

３ ０１ ０ ０００



 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

２．貴社（団体等）の事業活動の内容 

事業活動１～４に印字されている事業活動につい

て、年間売上高（収入額）が大きいサービス業の

事業活動（上位４つ）であるかを確認してください。 

印字されている事業活動が異なる場合は、事業活動

名等を二重線で消して、その右の欄に正しい事業活

動名及びそれに対応する分類番号（別冊「事業活動

一覧」を参照）を記入してください。

印字されている事業活動のうち、記入対象期間に

実施していない事業活動については、事業活動名等

を二重線で消してください。また、印字されている

事業活動以外で、記入対象期間に実施している事業

活動があれば、右の欄に事業活動名及びそれに対応

する分類番号（別冊「事業活動一覧」を参照）を記

入してください。

「５ その他」には、事業活動１～４以外のサービス業や、卸売業､小売業、製造業などサービス業以外の

事業活動が含まれます。そのうち主な事業活動についてはその内容を記入してください。

１～４の事業活動のうち、年間売上高（収入額）が最も大きいなど、貴社（団体等）が行っているサービ

ス業の事業活動のうち主要とお考えのもの１つに○を付けてください。

３．貴社（団体等）の事業活動別年間売上高（収入額）等 

３．（１）事業活動別年間売上高（収入額） 

年間売上高（収入額）とは、貴社（団体等）においてサービス等を提供した対価として得られたもので、

仕入高や給与などの経費を差し引く前の１年間の金額をいいます。

消費税の取扱いについては、原則税込みですが、会計処理上税込みで記入することが困難な場合は税抜き

で記入し、「□」内にレを記入してください。

「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」の事業活動ごとに年間売上高（収入額）を記入してください。

１～５の事業活動の売上高（収入額）の合計と「企業全体（合計）」が同額とならない場合は、「５ その

他」で同額となるように調整してください。

年間売上高（収入額）がない場合は、「０」千円と記入してください。

事業活動別年間売上高の記入が難しい場合は、企業全体の売上高に占める割合をご記入ください。

５

１．記入のしかた 

７８ ０４

7 6 0 1 

８０ ０８

食堂、レストラン（和食・洋食・中華等各種
料理を提供） 

その他のスポーツ施設
提供業 

美容業 

7 8 0 3 

7 2 0 7 

経営コンサルタント業 

浴場・エステティック・
その他の洗濯業 

小売業 

１１ ５５０ ０００

✓

３ ５８０ ０００

４ ０２０ ０００

７ ２００ ０００

２ ３００ ０００

２８ ６５０ ０００

7 6 0 1

８０ ０８

食堂、レストラン（和食・洋食・中華等各種
料理を提供） 

その他のスポーツ施設
提供業 

美容業 

7 8 0 3

7 2 0 7

経営コンサルタント業 

浴場・エステティック・
その他の洗濯業 

７８ ０４

小売業 



６

３．（２）事業活動を継続するための収入（３．（１）以外の運営費交付金、補助金等） 

「１.（１）経営組織」が「７ 会社以外の法人」又は「８ 法人でない団体」の場合で、３．（１）に含め

ない「事業活動を継続するための収入（運営費交付金、寄付金、献金、補助金、会費、会員の負担金等）」

があれば、事業活動ごとに記入してください。

独立採算性で運営し「事業活動を継続するための収入」がない場合は、「０」千円とし、その理由を備考欄

にご記入ください。

「１.（１）経営組織」が「１ 個人経営」～「６ 外国の会社」は、「事業活動を継続するための収入」

の記入は不要です。

 売上高（収入額）に含めるもの 

業種・業態 売上高（収入額）に含めるもの 

  

  

  

  

  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

新聞業・出版業 新聞売上高、広告収入など 

広告業 広告制作料、媒体手数料など 

道路旅客運送業 旅客運賃、手荷物運賃、物品保管料、広告料など 

道路貨物運送業 物流事業収益、構内作業及び機械荷役事業収益など 

不動産取引業 不動産販売高、代理手数料収入、仲介手数料収入など 

駐車場業 駐車料金、月ぎめ契約料金など 

マンション管理業 マンション管理費、管理受託料など

物品賃貸業 賃貸料、リース料、レンタル料など 

公認会計士事務所 報酬、契約料など 

ホテル業 室料、料理・飲料代など 

取次店 取次手数料（クリーニングや写真（現像・焼付・引伸）などの取次手数料） 

理容業・美容業 整髪料、パーマ代、カット代、メイク代、着付け代など 

旅行業 運送、宿泊等の契約料など 

結婚式場業 結婚式代、披露宴代など 

写真業 写真撮影料、フィルム現像料、焼付料、引伸料など 

学習塾 授業料、月謝など 

病院 入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、保健予防活動収益、医療保険からの受取保険料など 

療術業 あん摩料、マッサージ料、指圧料、医療保険からの受取保険料など 

特別養護老人ホーム 介護報酬、利用者負担金、基本食事サービス代、介護保険からの受取保険料など 

有料老人ホーム 入居金、介護報酬、管理費、食費、個別有料サービス代、介護保険からの受取保険料など 

産業廃棄物処理業 運搬料金、中間処理料金、最終処分料金、自治体等からの受託料など 

自動車整備業 車検整備代、定期点検整備代、事故整備代など 

職業紹介・労働者派遣業 人材派遣・請負、人材紹介事業収入、アウトソーシング事業収入など 

建物サービス業 ビル清掃契約料、保守料など 

受託販売業・委託販売業 受託販売によって得た販売手数料収入や、委託先で販売した実際の販売額。 

その他 商品や製品などを自家用に消費したり他人に贈与した場合の、金額に換算した額。 

１．記入のしかた 

 売上高（収入額）に含めないもの 

預金・有価証券などから生じた事業外の利子・配当収入

事業外で有価証券、土地や建物などの財産（資産）を売却して得た収入

借入金、繰越金

会社以外の法人及び法人でない団体における事業活動を継続するための収入（運営費交付金、寄付金、献金、補助金、

会費、会員の負担金等）

注）この調査票では、事業活動を継続するための収入については売上高（収入額）に含めません。



 

 
 

 

４．貴社（団体等）の 2017 年（平成 29 年）６月末の事業従事者数 

４．（１）貴社（団体等）に所属する事業活動別従業者数 

「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」で記入した事業活動ごとに該当者の人数を記入してください。

複数の事業活動に従事している人については、その人が主に従事している事業活動にのみ計上してくださ

い。 

特定の事業活動に従事しているとすることが難しい人（例えば、本社等の管理部門に所属する人）または

１～４の事業活動以外の事業活動に従事している人については、「５ その他」に含めて記入してください。 

「① 有給役員」とは、個人経営以外の場合で、役員報酬を得ている人をいいます。

「常用雇用者」とは、以下の要件のいずれかに該当する人をいいます。

・ 雇用期間を定めないで雇用している人

・ １か月以上の雇用期間を定めて雇用している人

「② 正社員・正職員としている人」とは、以下の人をいいます。 

・ 常用雇用者に該当する人のうち、正社員・正職員として処遇している人

・ 一般的に、雇用契約期間に定めがなく（定年制を含む。）、貴社（団体等）で定められている１週間の

所定労働時間で働いている人をいいます。

「③ ②以外の人（パート・アルバイトなど）」とは、常用雇用者のうち、契約社員、嘱託社員、パート

タイマー、アルバイトなど「正社員・正職員としている人」以外の人をいいます。

「④ 臨時雇用者（③以外のパート・アルバイトなどを含む）」とは、常用雇用者以外の雇用者で、１か月

未満の期間を定めて雇用されている人や、日々雇用されている人をいいます。 

①～④に、出向又は派遣として他の企業などで働いている人は含みません。

該当者がいない場合には空欄にせず「０」人と記入してください。 

「総数（①～④の合計）」 

（１）の①～④欄を合算して記入してください。

４．（２）受入者 

労働者派遣法でいう派遣労働者のほかに、在籍出向など出向元に籍がありながら、貴社（団体等）で働い

ている人をいいます。 

業務委託の人は含めないでください。 

出向又は派遣で働いている従事者の人数が把握できない場合は、その旨を備考欄に記入してください。 

７

１．記入のしかた 

期間限定キャンペー
ン対応のため、臨時
雇用者を採用。

７ ３０ ０００７５ １５ ２ ２４ ３

７ ８２ ０６８６１ ２１ １３５

５ ３９ ４２０１１ ５２ ３６

００００ ０ ０

４３ ５３０３３ ８ ６２６

子会社へ委託してい
るため当社の従業者
はいない。 



 

 

 

 

 

５．地域別の状況 

事業活動ごとに、地域別の状況を記入してください。 

 「１ 限定される」に○を付けてください。

 当該事業活動を実施している都道府県が印字されているものと異なる場合は、都道府県名を二重線で抹消し、余白に正し

い都道府県名を記入してください。

 都道府県名が印字されていない場合は、当該事業活動を実施している都道府県名を記入してください。

 「２ 限定されない（海外における活動を含む）」に○を付けてください。

 当該事業活動を印字されている都道府県で実施していない場合、都道府県名の修正の必要はありません。

 都道府県名が印字されていない場合、都道府県名の記入の必要はありません。

 地域別Ａ票又はＢ票に年間売上高（収入額）又は割合を記入してください（９ページ参照）。

 「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」で実施していないとした事業活動については、記入や修正の必要はありません。 

〔備考欄〕 

貴社（団体等）について、大きな変化があった場合は、その状況を記入してください。 

「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」について、記入対象期間後に変化があった場合は、その状況を

記入してください。 

特記事項の例として選択肢を設けましたので、該当する場合は項目の番号に○をつけてください。 

❖「５．地域別の状況」で、「２ 限定されない（海外における活動を含む）」を選択した事業活動がある場

合は、９ページを参照の上、地域別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ）に記入してください。

❖「５．地域別の状況」で、１～４の事業活動すべてについて、「１ 限定される」を選択した場合は、これ

で調査票の記入は終了です。

8

１．記入のしかた 

＜実施していない事業活動＞

＜一つの都道府県で実施している事業活動＞

＜複数の都道府県又は海外で実施している事業活動＞

スポーツセンター事業は分社化し、2017 年 4 月より子会社が実施しているため、2017 年 6 月現在、

弊社にスポーツ事業の従事者はいない。 

東京都 東京都 東京都 東京都
埼玉県



 
 

 

 

 

 

ｑ

＜事業活動別年間売上高を収入額で記入＞

００００８ ０１埼玉県 

千葉県 ０００５７ ０９

＜地域別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ） 

調査票２ページの「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」の事業活動について、各都道府県・海外におけ

る展開状況を、以下の該当ページに記入してください。

事業活動１及び事業活動２ → 地域別Ａ票（調査票３～４ページ）

事業活動３及び事業活動４ → 地域別Ｂ票（調査票５～６ページ）

事業活動ごとに、以下の記入例を参照して記入してください。

「３．（１）事業活動別年間売上高（収入額）」の内訳を都道府県・海外別に記入してください。各都道府

県・海外の年間売上高（収入額）は、サービスを提供している事業所の場所で計上してください。

 

各都道府県・海外の年間売上高（収入額）がわからない場合は、地域別売上高（収入額）を推計するため

の参考として、地域別の事業従事者数の割合（0.1％未満を四捨五入）を記入してください。

 海外における事業活動を行っている場合は、調査票３ページ又は５ページの下部にある「海外」欄に記入

してください。

調査票２ページの「３．（１）事業活動別年間売上高（収入額）」と「地域別Ａ票・Ｂ票」で記入する年間

売上高（収入額）の合計が、四捨五入等により一致しない場合は、当該事業活動において年間売上高が最

も大きい都道府県・海外の額で調整し、同額となるように記入してください。

地域別の事業活動別年間売上高（収入額）を、複数の都道府県の合算値で記入している場合は、合算して

いる都道府県の範囲をカッコでくくるなどしてください

 印字されている都道府県において当該事業活動を行っていない場合は、都道府県名を二重線で消してください。

 印字されている都道府県以外で、貴社（団体等）が事業展開している都道府県があれば、空欄に記入してください。

１．記入のしかた 

＜事業活動別年間売上高（収入額）を地域別に記入＞

埼玉県 

千葉県 ４４８

６５１

＜地域別の年間売上高（収入額）がわからない場合は、地域別の事業従事者数の割合を記入＞

＜都道府県名の削除と追加＞

００００８ ０１埼玉県 

千葉県 

東京都 

０００５７ ０９

９

００００８ ０１埼玉県 

千葉県 ０００５７ ０９



1 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

2-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

2-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 ○ ○ ○ ○ ○

6 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

7-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

7-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

8-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9-1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9-2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 ○ ○ ○ ○ ○

11-1 ○ ○ ○ ○ △ ○

11-2 ○ ○ ○ ○ △ ○

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ○ ○ ○ ○

　※「調査項目」中の◎は，実数に加えて前年比を掲載していることを示す。

　　　また，「調査項目」中の△は一部の分類のみの表章であることを示す。
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：サービス産業動向調査の対象

：サービス産業動向調査の対象外　　

事業所数（千事業所） 従業者数（千人）

F 電気・ガス・熱供給・水道業  9  279
G 情報通信業　1）  66  1,631

37 通信業  4  154
38 放送業  2  68
39 情報サービス業  36  1,074
40 インターネット附随サービス業  5  83
41 映像・音声・文字情報制作業  19  251

H 運輸業，郵便業  135  3,284
42 鉄道業  5  252
43 道路旅客運送業  25  560
44 道路貨物運送業  72  1,714
45 水運業  3  50
46 航空運輸業  1  55
47 倉庫業  10  198
48 運輸に附帯するサービス業  18  371
49 郵便業（信書便事業を含む）  0  85

I 卸売業，小売業  1,407  12,033
J 金融業，保険業  87  1,513
K 不動産業，物品賃貸業  385  1,496

68 不動産取引業  66  323
69 不動産賃貸業・管理業  288  861
70 物品賃貸業  32  312

L 学術研究，専門・技術サービス業  232  1,891
71 学術・開発研究機関  7  293
72 専門サービス業（他に分類されないもの）  117  640
73 広告業  10  125
74 技術サービス業（他に分類されないもの）  99  833

M 宿泊業，飲食サービス業  728  5,521
75 宿泊業  52  697
76 飲食店  620  4,231
77 持ち帰り・配達飲食サービス業  56  592

N 生活関連サービス業，娯楽業  490  2,540
78 洗濯・理容・美容・浴場業  371  1,186
79 その他の生活関連サービス業　2）  57  433
80 娯楽業  61  922

O 教育，学習支援業  224  3,142
81 学校教育  57  2,188
82 その他の教育，学習支援業  167  954

P 医療，福祉  447  7,932
83 医療業  259  4,046
84 保健衛生  5  135
85 社会保険・社会福祉・介護事業  183  3,752

Q 複合サービス事業  35  519
R サービス業（他に分類されないもの）  365  4,746

88 廃棄物処理業  23  325
89 自動車整備業  58  264
90 機械等修理業（別掲を除く）  30  237
91 職業紹介・労働者派遣業  18  948
92 その他の事業サービス業  85  2,375
93 政治・経済・文化団体  50  276
94 宗教  93  265
95 その他のサービス業  8  56
96 外国公務 － －

S 公務（他に分類されるものを除く）  40  1,897

第三次産業計  4,651  48,424

うちサービス産業動向調査の対象　3）  2,853  28,836

注1）「G 情報通信業」は，類似の年次調査との重複を避けるため，拡大調査では調査対象外としている（月次調査では調査対象）。
注2）「家事サービス業」を除く。
注3）「純粋持株会社」，「保健所」，「社会保険事業団体」，「福祉事務所」及び中分類ごとに設けられている小分類「管理，補助的

経済活動を行う事業所」を除く。

出典：平成26年経済センサス‐基礎調査結果（総務省統計局）

　付録８　第三次産業におけるサービス産業動向調査の調査対象産業

産　　業　　分　　類

平成26年経済センサス‐基礎調査結果



主な業種

H　運輸業，郵便業

42 鉄道業  鉄道業 ／ 軌道業 ／ モノレール鉄道業 ／ ケーブルカー業 ／ ロープウェイ・リフト業

432 一般乗用旅客自動車運送業  タクシー業 ／ ハイヤー業

43a 他の道路旅客運送業  乗合バス業 ／ 貸切バス業 ／ 定期観光バス業 ／ 民間救急サービス業

44 道路貨物運送業  貨物自動車運送業 ／ オートバイ貨物送業 ／ 集配利用運送業（第二種利用運送業）

45 水運業  外航海運業 ／ 沿海海運業 ／ 河川水運業 ／ 遊覧船業

47 倉庫業  普通倉庫業（トランクルームなど） ／ 石油備蓄業 ／ 冷蔵倉庫業

48 運輸に附帯するサービス業
 有料道路経営業 ／ 飛行場業 ／ 鉄道施設提供業 ／ 第一種利用運送業 ／
 こん包・組立こん包業 ／ 運送取次業

4* 航空運輸業，郵便業（信書便事業を含む）  航空運送業 ／ 観光飛行業 ／ 空中写真測量業 ／ 郵便業（信書便事業を含む）

K　不動産業，物品賃貸業

681 建物売買業，土地売買業  建売業（自ら建築施工しないもの） ／ 土地売買業（自ら土地造成を行わないもの）

682 不動産代理業・仲介業  不動産代理業 ／ 賃貸仲介業 ／ 建物仲介業

691 不動産賃貸業（貸家業，貸間業を除く）  貸事務所業 ／ 貸店舗業 ／ 貸倉庫業 ／ 土地賃貸業

692 貸家業，貸間業
 貸家業 ／ ウィークリーマンション賃貸業 ／ 住宅公社，住宅供給公社 ／
 貸店舗業（店舗併用住宅のもの）

693 駐車場業  駐車場業 ／ ガレージ業 ／ 自動車一時駐車場業

694 不動産管理業  ビル管理業 ／ マンション，アパート管理業 ／ 土地管理業

704 自動車賃貸業  レンタカー業 ／ 自動車リース業 ／ カーシェアリング

70a 他の物品賃貸業 ＣＤ賃貸業 ／ 貸自転車業 ／ 事務用機械器具賃貸業 ／ 総合リース業

L　学術研究，専門・技術サービス業　　1)

721 法律事務所，特許事務所  法律事務所 ／ 特許事務所

722 公証人役場，司法書士事務所，土地家屋調査士事務所  公証人役場 ／ 司法書士事務所 ／ 土地家屋調査士事務所

723 行政書士事務所  行政書士事務所

724 公認会計士事務所，税理士事務所  公認会計士事務所 ／ 税理士事務所

725 社会保険労務士事務所  社会保険労務士事務所

726 デザイン業
 パッケージデザイン ／ グラフィックデザイン ／ インテリアデザイン ／
 ファッションデザイン ／ インターネットホームページなどのデザイン

728 経営コンサルタント業，純粋持株会社　　2)
 経営コンサルタント業（主に小売店等のロイヤリティ収入を得る事業を含む） ／
 企業経営（マネジメント）に関する診断，指導，教育訓練，調査研究などを行う事業

7291 興信所  興信所 ／ 信用調査所 ／ 私立探偵社

72a 他の専門サービス業  翻訳業，通訳業，通訳案内業 ／ 不動産鑑定業 ／ 著述家業 ／ 芸術家業

73 広告業
 広告代理業 ／ インターネット広告業 ／
 ダイレクトメール業（マーケティング，コンテンツの作成，配送手配等総合的に行うもの）

741 獣医業  獣医業

7421 建築設計業  建築設計事務所 ／ 建設コンサルタント業 ／ 国・地方公共団体工事事務所

7422 測量業  測量業

7429 その他の土木建築サービス業  地質調査業 ／ 建築積算業

743 機械設計業  機械設計業

744 商品・非破壊検査業  商品検査業 ／ 非破壊検査業

745 計量証明業  一般計量証明業 ／ 環境測定分析業 ／ 金属・鉱物分析業

746 写真業  写真業 ／ 商業写真業

749 その他の技術サービス業
 プラントエンジニアリング ／ プラントメンテナンス ／ 電気保安協会 ／
 普及指導センター

M　宿泊業，飲食サービス業 

75 宿泊業  旅館，ホテル ／ 簡易宿泊所 ／ 下宿屋 ／ リゾートクラブ ／ 会社の独身寮，学生寮

761 食堂，レストラン（専門料理店を除く）  食堂 ／ 定食屋 ／ 大衆食堂

7621 日本料理店
 てんぷら，うなぎ，かに，とり，とんかつ料理，牛丼店 ／ 精進料理，割ぽう料理，
 懐石料理店 ／ 釜めし，にぎりめし屋 ／ ちゃんこ鍋，しゃぶしゃぶ，すき焼き店

762a 中華料理店，ラーメン店  中華料理店 ／ 台湾料理店 ／ ぎょうざ店 ／ ラーメン店 ／ ちゃんぽん店

762b 他の専門料理店
 印度料理，カレー料理店 ／ フランス料理，イタリア料理，西洋料理店 ／ 料亭 ／
 焼肉，朝鮮料理店 ／ 無国籍料理店 ／ ステーキハウス

76a そば・うどん店，すし店  そば屋 ／ うどん，きしめん，ほうとう店 ／ すし屋

76b 他の飲食店
 居酒屋，ビヤホール ／  バー，キャバレー，ナイトクラブ ／ 焼鳥屋，おでん屋 ／
 喫茶店 ／ ハンバーガー店 ／ お好み焼，焼きそば，たこ焼店

77 持ち帰り・配達飲食サービス業  持ち帰りすし店・弁当屋 ／ クレープ屋 ／ 宅配ピザ屋 ／ 給食センター，病院給食業

N　生活関連サービス業，娯楽業

781 洗濯業  クリーニング業，クリーニング取次業 ／ リネンサプライ業 ／ 貸おしぼり，貸モップ業

782 理容業  理容店，理髪店

783 美容業  美容室，美容院

78a 他の洗濯・理容・美容・浴場業
 銭湯業 ／ 温泉浴場業，スーパー銭湯 ／ エステティックサロン，ネイルサロン ／
 コインシャワー業 ／ コインランドリー業

791 旅行業  旅行業 ／ 旅行業者代理業

（参考）調査対象産業に含まれる主な業種

産業詳細分類



主な業種

7961 葬儀業  葬儀屋 ／ 斎場，葬儀会館

7962 結婚式場業  結婚式場業

7963 冠婚葬祭互助会  冠婚葬祭互助会

79a 他の生活関連サービス業　　3)
 駐輪場 ／ 火葬業 ／ 墓地管理業 ／ 結婚相談所（営利的なもの） ／
 観光案内業（ガイド） ／ ペット美容室 ／ チケット類売買業 ／ 宝くじ売さばき業

801 映画館  映画館

802 興行場（別掲を除く），興行団
 劇場，劇団 ／ 野球場（プロ野球興行用） ／ 楽団，舞踏団，芸能プロダクション ／
 プロ野球団，相撲部屋，ボクシングジム ／ 俳優業

803 競輪・競馬等の競走場，競技団
 競輪場 ／ 競馬場 ／ 自動車・モータボートの競走場 ／ 競輪競技団 ／
 競馬競技団 ／ 自動車・モータボートの競技団

8043 ゴルフ場  ゴルフ場

8044 ゴルフ練習場  ゴルフ練習場

8045 ボウリング場  ボウリング場

8048 フィットネスクラブ  フィットネスクラブ

804a 他のスポーツ施設提供業  運動広場，プール ／ 体育館 ／ テニス場 ／ バッティングセンター ／ スケートリンク

805 公園，遊園地  公園 ／ 遊園地，テーマパーク

8064 パチンコホール  パチンコホール

806a 他の遊戯場  ゲームセンター  ／ ビリヤード場 ／ 囲碁・将棋所 ／ マージャンクラブ

809 その他の娯楽業  カラオケボックス ／ インターネットカフェ ／ ダンスホール ／ 遊漁船業

O　教育，学習支援業　　4)

821 社会教育
 公民館 ／ 図書館 ／ 博物館，美術館 ／ 動物園，植物園，水族館 ／
 青少年教育施設 ／ 通信教育

822 職業・教育支援施設  職業訓練所 ／ 少年院，児童自立支援施設

823 学習塾  学習塾 ／ 予備校

8245 外国語会話教授業  外国語会話教室

824a 他の教養・技能教授業
 ピアノ教授業 ／ 書道・そろばん教授業 ／ 生花・茶道教授業 ／
 スポーツ教授業，スイミングスクール ／ パソコン教室 ／ 料理教室 ／ 家庭教師

829 他に分類されない教育，学習支援業
 自動車教習所 ／
 調理師学校（資格取得を目的としたもので，専修学校及び各種学校でないもの）

P　医療，福祉

831 病院  一般病院 ／ 精神科病院 ／ 産婦人科病院

832 一般診療所  医院 ／ 診療所

833 歯科診療所  歯科診療所

83a 他の医療業
 助産所 ／ 看護師業 ／ 衛生検査所 ／ 臨床検査業 ／ あん摩・マッサージ・指圧業 ／
 はり・きゅう業 ／ カイロプラクティック療法業 ／ 歯科技工業

84 保健衛生　　5)  健康相談施設 ／ 検疫所 ／ 検査業 ／ 消毒業

854a 通所・短期入所介護事業，訪問介護事業  老人デイサービスセンター ／ 老人短期入所施設 ／ 訪問介護事業所

854b 他の老人福祉・介護事業
 特別養護老人ホーム ／ 介護老人福祉施設 ／ 認知症高齢者グループホーム ／
 養護老人ホーム ／ 地域包括支援センター

85a 他の社会保険・社会福祉・介護事業
 保育所，託児所 ／ 母子生活支援施設 ／ 結婚相談所（社会福祉施設のもの） ／
 学童保育 ／ 障害者支援施設 ／ 社会福祉協議会 ／

R　サービス業(他に分類されないもの）　　6)

881 一般廃棄物処理業
 ごみ収集運搬業 ／ ごみ焼却・埋立業 ／ し尿収集運搬・処分業 ／
 市区町村清掃事務所

88a 他の廃棄物処理業  産業廃棄物収集運搬・埋立・処分業 ／ 死亡獣畜取扱業

89 自動車整備業  自動車整備・修理業 ／ オートバイ整備・修理業 ／ 自動車溶接業 ／ 自動車洗車業

901 機械修理業（電気機械器具を除く）  エレベータ修理業 ／ 医療用機械器具修理業

902 電気機械器具修理業  テレビ修理業 ／ 電気冷蔵庫修理業 ／ カーステレオ修理業 ／ パソコン修理業

90a その他の修理業（表具業を含む）  家具修理業 ／ 時計修理業 ／ 履物修理業 ／ 楽器修理業 ／ 自転車修理業

911 職業紹介業  職業紹介業 ／ シルバー人材センター

912 労働者派遣業  労働者派遣業

921 速記・ワープロ入力・複写業  速記業 ／ ワープロ入力業 ／ あて名書き業 ／ テープ起こし業 ／ 複写業

922 建物サービス業  ビルメンテナンス業 ／ ビル清掃業 ／ 電車清掃業 ／ 建築物飲料水管理業

923 警備業  警備業

929 他に分類されない事業サービス業
 ディスプレイ業 ／ イベント企画 ／ レッカー車業 ／ コールセンター ／
 産業用設備洗浄業

951 集会場  集会場 ／ 県民会館 ／ イベントホール

95a と畜場，他に分類されないサービス業  と畜場 ／ 中央・地方卸売市場 ／ 家畜保健衛生所

注1) 「学術・開発研究機関」，「純粋持株会社」を除く。
注2) 「純粋持株会社」を除く。
注3) 「家事サービス業」を除く。
注4) 「学校教育」を除く。
注5) 「保健所」を除く。
注6) 「社会保険事業団体」及び「福祉事務所」を除く。
注7) 「政治・経済・文化団体」，｢宗教」及び「外国公務」を除く。

※本調査で用いている「産業詳細分類」は，日本標準産業分類（平成25年10月改定）の中分類の区分に，小分類や
細分類の区分を一部追加する等により構成したもの。

産業詳細分類



単位：％

電気・ガス・水道 1.4
情報通信業 1.3 情報サービス業 2.7 ソフトウェア制作業 8.0 情報通信業 7.0 情報通信業 1.4

データ処理，ホスティング及び関連業 2.4
コンピュータシステム開発及び関連業 8.9

運輸業，郵便業 1.8 運輸業，倉庫業 4.3 運輸業，倉庫業 4.7 運輸業 2.1
卸売業，小売業，自動車整備業 2.1 卸売業，小売業 1.5

金融業，保険業 5.5 金融業，保険業 5.8
不動産業，物品賃貸業 3.7 不動産業，物品賃貸業 4.7 不動産賃貸業・管理業 4.9 不動産業 3.3 不動産業，物品賃貸業 0.2

不動産仲介業 8.5 物品賃貸業 7.0
不動産鑑定士 4.1

自動車用品賃貸業 8.6

産業機械器具賃貸業 7.9

個人・家庭用品賃貸業 5.3

学術研究，専門・技術サービス業 4.4 専門・科学・技術サービス業 6.0 会計サービス業 4.4 専門・科学・技術サービス業 5.6 専門・科学・技術サービス業 0.8

コンサルティング業 8.1

広告業 6.2

建築サービス業 7.6

測量業 10.6

エンジニアリングサービス業 -3.4

宿泊業，飲食サービス業 6.2 宿泊業 6.3 宿泊業，飲食サービス業 4.3 宿泊業，飲食サービス業 -1.9

飲食店 5.4

生活関連サービス業，娯楽業 -3.7 芸術・娯楽業 6.4 旅行会社 6.4 旅行業 3.7 修理業，他の個人サービス業 -0.7

ツアーオペレーター 2.2 芸術・娯楽業 9.4 芸術・スポーツ・娯楽業 -0.6

その他の旅行関連業 4.5
観戦スポーツ 11.9
興行場・興行団 7.0
芸術家・スポーツ選手・芸人等の事務所・マネージャー 12.3
無所属の芸術家・作家・役者 2.6
遊園地・ゲームセンター 8.7
その他の娯楽業 7.0

教育，学習支援業 3.9 教育，学習支援業 5.2 教育 6.2 教育 0.1
医療，福祉 3.6 医療，福祉 4.6 保健衛生・社会事業 5.9 保健衛生・社会事業 5.6
サービス業（他に分類されないもの） 2.4 事業サービス，廃棄物管理・浄化活動 6.8 自動車修理・整備業 4.2 職業紹介・労働者派遣業 7.7 下水処理，廃棄物管理，材料再生，浄化活動 3.0

他のサービス業（公的サービスを除く） 7.6 電気・産業機械器具修理・整備業 5.3 警備・調査業 -2.2 事業施設管理・事務サービス業 0.6
労働者派遣業 6.8 建物・景観サービス業 5.7

事業者向けサービス業 13.8
その他のサービス業 7.8

資料：　総務省統計局，アメリカ商務省センサス局，カナダ統計局，イギリス国家統計局，韓国統計庁
（注１）日本の情報通信業の売上高前年比はサービス産業動向調査月次調査の数値を用いた。
（注２）各国の産業分類名は仮訳。
（注３）計数は2019年6月現在。
（注４）空欄の枠は，該当する産業の結果がないことを表す。また，カナダについては，業種を抜粋して掲載している。
（注５）アメリカ，カナダ及びイギリスの前年比は，統計局において，各国が公表している売上高を用いて算出している。
（注６）アメリカの「運輸業，倉庫業」の前年比は，統計局において，内訳となる下位産業の売上高を合計した上で算出している。

付録９　サービス統計の国際比較

日本 アメリカ カナダ イギリス 韓国

主要国の売上高等の前年比（2017年）

（売上高） （営業収益） （経常収入） （売上高） （売上高，数量指数）



主要国のサービス統計の概要 
2019年6月現在 

 日  本 アメリカ カナダ イギリス 韓  国 

調査名 サービス産業動向調査 四半期サービス産業調査 年次サービス産業調査 年次サービス産業調査 月次ビジネス調査 年次ビジネス調査 月次サービス産業調査 年次サービス産業調査 

作成期間 総務省統計局 センサス局 統計局 国家統計局 統計庁 

調査周期 月 年 四半期 年 年（一部の業種は隔年） 月 年 月 
年（経済センサス実施

年を除く） 

調査方法 郵送，オンライン 
郵送，FAX，オンライン，

電話 
郵送，オンライン 

オンライン，郵送， 

電話，その他の電子媒体 
電話，郵送 郵送 調査員，CASI※，オンライン，電話，FAX 

回答義務 なし なし あり あり あり あり あり あり 

調査 

対象数 
3.8万事業所・企業等 7.9万事業所・企業等 2.1万企業 7.2万企業 2.2万企業・事業所 3.2万企業 7.3万企業 1.0万事業所 8.0万事業所 

調査の 

母集団 
経済センサス‐基礎調査 ビジネスレジスター ビジネスレジスター ビジネスレジスター 経済センサス 

調査対象 

産業 

以下の業種を除くサー

ビス産業 

卸売・小売業，金融・

保険業，学術・開発研

究機関，学校教育，政

治・経済・文化団体，

宗教等 

以下の業種を除くサー

ビス産業 

情報通信業，卸売・小

売業，金融・保険業，

学術・開発研究機関，

学校教育，政治・経

済・文化団体，宗教等 

卸売業，小売業，マネジ

メント業，飲食店，鉄道

業，郵便業を除くサービ

ス産業 

卸売業，小売業，マネジ

メント業を除くサービ

ス産業 

以下の業種を除くサー

ビス産業 

運輸業，放送業，法律サ

ービス業，学術研究機

関，ビジネス支援業，警

備業，廃棄物処理業，教

育，医療・福祉，宗教・

政治・経済団体 

以下の業種を除く

サービス産業と製

造業 

公営病院，賭博施

設，芸術・娯楽施

設，不動産業，初

等・中等教育 

以下の業種を除く

全産業 

農業の一部，金

融・保険業，公

務・国防，公営教

育機関，公営病

院，歯科医院，病

院外の医療 

公共行政を除く全サービ

ス産業 

以下の業種を除く全サ

ービス産業 

卸売り，小売業，運輸

業，宿泊，飲食サービ

ス，金融業，保険業 

公的部門

の扱い 
調査対象 病院，カジノのみ調査対象 調査対象外 調査対象外 調査対象 調査対象外 

調査事項

(全業種 

共通事項) 

売上高 

事業従事者数 

売上高 

事業従事者数 

都道府県別売上高 

収入総額及びその提供先

別内訳 

収入総額及びその内訳 

支出総額及びその内訳 

電子商取引の売上高 

収入，支出，利益総額 売上高，輸出売上

高，注文高，輸出

注文高（毎月） 

雇用者数（四半期

ごと） 

収入 

支出 

国際貿易 

研究開発等 

（業種，企業規模

による） 

売上高及びその変動理由 

事業従事者数 

月間営業日数 

売上高 

事業従事者数 

調査票の 

種類 

４種類 

（事業所・企業等別１

か月目とそれ以外） 

２種類 

（事業所・企業等別） 

14種類 

（業種等による） 

792種類 

（業種による） 

41種類 

（業種による） 

20種類以上 

（業種，月次・四

半期別） 

47種類 

（業種，企業規模

による） 

４種類（業種による） 

結果公表 

時期 
翌々月末（速報） 実施翌年の7月（速報） １か月後の下旬（速報） 翌々年の１月 

参照期間翌年の 

4月から10月 
翌々月中旬 翌年の11月（速報） 翌月末（速報） 実施年の12月末（速報） 

利活用 ・ＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ） ・国民経済計算・産業連関表の作成 

・連邦準備銀行及び経済諮問委員会における経済 

動向把握 

・保健福祉省内における医療支出の動向分析 

・全国及び州別の各産

業の経済規模を示す

公的指標 

・国民経済計算，生産指標，サービス指

標の作成 

・イングランド銀行及びイギリス財務省

の経済見通し，政策決定等 

・国・自治体における政策立案及び政策評価 

・国民経済計算の推計 

（※）CASI: 「コンピュータ支援型自記式調査」（Computer Assisted Self-administered Interview）の略称。 

回答者が，調査主体によりあらかじめ用意されたコンピュータ等の電子端末に対して，自ら回答を入力する調査方式を指す。 

 

 




